
管 第 2 7 4 号 

令和５年３月 31 日 

各部（局）長 殿 

土 木 部 長

富山県土木設計業務等標準委託契約約款の一部改正について（通知） 

このことについて、別添のとおり改正したので通知します。 

なお、改正内容及び適用時期は下記のとおりです。 

記 

１ 改正内容 

・ 前払金保証の保証証書について電磁的方法による措置を認めるもの

（第 33条、第 34条関係）

・ 電子契約導入に係る規定整備

（工事請負契約書（表書き）契約書の作成・保管に関する規定）

・ 暴力団排除の対象を拡大

（第 42条関係）

・ 談合等が発覚した場合の契約解除規定整備

（第 42条関係）

・ 遅延利息率に関する規定整備

（第 33条、第 48条、第 49条、第 50条、第 55条関係） 等

２ 適用時期 

  令和５年４月１日以後に契約を締結する委託業務から適用する。 

事務担当 

管理課 入札契約係 
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富
山
県
土
木
設
計
業
務
等
標
準
委
託
契
約
約
款
の
一
部
改
正
 
新
旧
対
照
表
 

現
行
 

改
正
案
 

備
考
 

土
木
設
計
業
務
等
委
託
契
約
書
 

土
木
設
計
業
務
等
委
託
契
約
書
 

 

１
 
委
託
業
務
の
名
称
 

１
 
委
託
業
務
の
名
称
 

 

２
 
履
行
期
間
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
か
ら
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
年
 
 
月
 
 
日
ま
で
 

２
 
履
行
期
間
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
か
ら
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
年
 
 
月
 
 
日
ま
で
 

 

３
 
委
託
料
 

 
(う

ち
取
引
に
係
る
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
額
) 

３
 
委
託
料
 

 
(う

ち
取
引
に
係
る
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
額
) 

 

４
 
契
約
保
証
金
 
 
 
 
 
 
 
免
除
 

４
 
契
約
保
証
金
 
 
 
 
 
 
 
免
除
 

 

上
記
の
委
託
業
務
に
つ
い
て
、
発
注
者
富
山
県
（
以
下
単
に
「
発
注
者
」
と

い
う
。
）
と
受
注
者
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
以
下
単
に
「
受
注

者
」
と
い
う
。
）
と
は
、
各
々
の
対
等
な
立
場
に
お
け
る
合
意
に
基
づ
い
て
、

別
添
の
各
項
に
よ
っ
て
公
正
な
委
託
契
約
を
締
結
し
、
信
義
に
従
っ
て
誠
実
に

こ
れ
を
履
行
す
る
も
の
と
す
る
。
 

 
 
本
契
約
の
証
と
し
て
本
書
２
通
を
作
成
し
、
発
注
者
及
び
受
注
者
が
記
名

押
印
の
上
、
各
自
１
通
を
保
有
す
る
。
 

（
新
設
）
 

      
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

  
発

注
者
 
  
住

所
 

 
  
  
  
  
  
 
 
氏

名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
印
 

 
受

注
者

 
住

所
 

 
 
 
 
 
 
 
 
氏

名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
印
 

上
記
の
委
託
業
務
に
つ
い
て
、
発
注
者
富
山
県
（
以
下
単
に
「
発
注
者
」
と

い
う
。
）
と
受
注
者
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
以
下
単
に
「
受
注

者
」
と
い
う
。
）
と
は
、
各
々
の
対
等
な
立
場
に
お
け
る
合
意
に
基
づ
い
て
、

別
添
の
各
項
に
よ
っ
て
公
正
な
委
託
契
約
を
締
結
し
、
信
義
に
従
っ
て
誠
実
に

こ
れ
を
履
行
す
る
も
の
と
す
る
。
 

(ｱ
) 本

契
約
の
証
と
し
て
本
書
２
通
を
作
成
し
、
発
注
者
及
び
受
注
者
が
記
名

押
印
の
上
、
各
自
１
通
を
保
有
す
る
。
 

(ｲ
) 本

契
約
の
証
と
し
て
、
契
約
内
容
を
記
録
し
た
電
磁
的
記
録
を
作
成
し
、

発
注
者
及
び
受
注
者
が
合
意
の
後
、
電
子
署
名
、
各
自
そ
の
電
磁
的
記
録
を
保

管
す
る
。
 

（
注
）
(ｱ
)は

紙
の
契
約
書
を
採
用
す
る
場
合
、
(ｲ
)は

電
子
契
約
を
採
用
す

る
場
合
に
使
用
す
る
。
 

  
 
 
 
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 

  
発

注
者
 
  
住

所
 

 
  
  
  
  
  
 
 
氏

名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
印
 

 
受

注
者

 
住

所
 

 
 
 
 
 
 
 
 
氏

名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
印
 

    電
子
契
約
導
入

に
係
る
規
定
整

備
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第
１
条
～
第
32
条
 
略
 

第
１
条
～
第
32
条
 
略
 

 

（
前
金
払
）
 

（
前
金
払
）
 

 

(ｱ
)第

33
条
 
受
注
者
は
、
富
山
県
土
木
建
築
工
事
費
の
前
金
払
取
扱
規
則
（
昭

和
40
年
富
山
県
規
則
第
36
号
）
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
委
託
料
が
10
0

万
円
以
上
の
場
合
に
は
、
公
共
工
事
の
前
払
金
保
証
事
業
に
関
す
る
法
律

（
昭
和
27
年
法
律
第
18
4号

）
第
２
条
第
４
項
に
規
定
す
る
保
証
事
業
会
社

（
以
下
「
保
証
事
業
会
社
」
と
い
う
。
）
と
契
約
書
記
載
の
業
務
完
了
の
時

期
を
保
証
期
限
と
す
る
同
条
第
５
項
に
規
定
す
る
保
証
契
約
（
以
下
「
保
証

契
約
」
と
い
う
。
）
を
締
結
し
、
そ
の
保
証
証
書
を
発
注
者
に
寄
託
し
て
、

委
託
料
の
10
分
の
３
以
内
の
前
払
金
の
支
払
い
を
発
注
者
に
請
求
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
 

(ｱ
)第

33
条
 
受
注
者
は
、
富
山
県
土
木
建
築
工
事
費
の
前
金
払
取
扱
規
則
（
昭

和
40
年
富
山
県
規
則
第
36
号
）
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
委
託
料
が
10
0

万
円
以
上
の
場
合
に
は
、
公
共
工
事
の
前
払
金
保
証
事
業
に
関
す
る
法
律

（
昭
和
27
年
法
律
第
18
4号

）
第
２
条
第
４
項
に
規
定
す
る
保
証
事
業
会
社

（
以
下
「
保
証
事
業
会
社
」
と
い
う
。
）
と
契
約
書
記
載
の
業
務
完
了
の
時

期
を
保
証
期
限
と
す
る
同
条
第
５
項
に
規
定
す
る
保
証
契
約
（
以
下
「
保
証

契
約
」
と
い
う
。
）
を
締
結
し
、
そ
の
保
証
証
書
を
発
注
者
に
寄
託
し
て
、

委
託
料
の
10
分
の
３
以
内
の
前
払
金
の
支
払
い
を
発
注
者
に
請
求
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
 

 

（
新
設
）
 

２
 
受
注
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
保
証
証
書
の
寄
託
に
代
え
て
、
電
子
情

報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
そ
の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る

方
法
（
以
下
「
電
磁
的
方
法
」
と
い
う
。
）
で
あ
っ
て
、
当
該
保
証
契
約
の

相
手
方
た
る
保
証
事
業
会
社
が
定
め
、
発
注
者
が
認
め
た
措
置
を
講
ず
る
こ

と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
受
注
者
は
、
当
該
保
証
証
書
を
寄
託

し
た
も
の
と
み
な
す
。
 

保
証
証
書
の
寄

託
に
代
え
て
電

磁
的
方
法
に
よ

る
措
置
を
可
能

と
す
る
も
の
 

２
 
発
注
者
は
、
前
 
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、
請
求
を
受

け
た
日
か
ら
14
日
以
内
に
前
払
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

３
 
発
注
者
は
、
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、
請
求
を
受

け
た
日
か
ら
14
日
以
内
に
前
払
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

３
 
受
注
者
は
、
委
託
料
が
著
し
く
増
額
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
増

額
後
の
委
託
料
の
10
分
の
３
か
ら
受
領
済
み
の
前
払
金
額
を
差
し
引
い
た

額
に
相
当
す
る
額
の
範
囲
内
で
前
金
払
の
支
払
い
を
請
求
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
前
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
 

４
 
受
注
者
は
、
委
託
料
が
著
し
く
増
額
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
増

額
後
の
委
託
料
の
10
分
の
３
か
ら
受
領
済
み
の
前
払
金
額
を
差
し
引
い
た

額
に
相
当
す
る
額
の
範
囲
内
で
前
金
払
の
支
払
い
を
請
求
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
前
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
 

 

４
 
受
注
者
は
、
委
託
料
が
著
し
く
減
額
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
受
領
済
み

の
前
払
金
額
が
減
額
後
の
委
託
料
の
10
分
の
５
を
超
え
る
と
き
は
、
委
託
料

５
 
受
注
者
は
、
委
託
料
が
著
し
く
減
額
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
受
領
済
み

の
前
払
金
額
が
減
額
後
の
委
託
料
の
10
分
の
５
を
超
え
る
と
き
は
、
委
託
料
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が
減
額
さ
れ
た
日
か
ら
30
日
以
内
に
そ
の
超
過
額
を
返
還
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
 

が
減
額
さ
れ
た
日
か
ら
30
日
以
内
に
そ
の
超
過
額
を
返
還
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
 

５
 
前
項
の
超
過
額
が
相
当
の
額
に
達
し
、
返
還
す
る
こ
と
が
前
払
金
の
使
用

状
況
か
ら
み
て
著
し
く
不
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
発
注
者
及

び
受
注
者
が
協
議
し
て
返
還
す
べ
き
超
過
額
を
定
め
る
。
た
だ
し
、
委
託
料

が
減
額
さ
れ
た
日
か
ら
14
日
以
内
に
協
議
が
整
わ
な
い
場
合
に
は
、
発
注
者

が
定
め
、
受
注
者
に
通
知
す
る
。
 

６
 
前
項
の
超
過
額
が
相
当
の
額
に
達
し
、
返
還
す
る
こ
と
が
前
払
金
の
使
用

状
況
か
ら
み
て
著
し
く
不
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
発
注
者
及

び
受
注
者
が
協
議
し
て
返
還
す
べ
き
超
過
額
を
定
め
る
。
た
だ
し
、
委
託
料

が
減
額
さ
れ
た
日
か
ら
14
日
以
内
に
協
議
が
整
わ
な
い
場
合
に
は
、
発
注
者

が
定
め
、
受
注
者
に
通
知
す
る
。
 

 

６
 
発
注
者
は
、
受
注
者
が
第
４
項
の
期
間
内
に
超
過
額
を
返
還
し
な
か
っ
た

と
き
は
、
そ
の
未
返
還
額
に
つ
き
、
同
項
の
期
間
を
経
過
し
た
日
か
ら
返
還

を
す
る
日
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
、
そ
の
日
数
に
応
じ
、
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
政
府
契
約
の
支
払
遅
延
防
止
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
 

24
年
法
律
第
 2
56
号
。
以
下
「
支
払
遅
延
防
止
法
」
と
い
う
。
）
第
８
条
第

１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定
す
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額

の
遅
延
利
息
の
支
払
い
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

７
 
発
注
者
は
、
受
注
者
が
第
５
項
の
期
間
内
に
超
過
額
を
返
還
し
な
か
っ
た

と
き
は
、
そ
の
未
返
還
額
に
つ
き
、
同
項
の
期
間
を
経
過
し
た
日
か
ら
返
還

を
す
る
日
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
、
そ
の
日
数
に
応
じ
、
こ
の
契
約
を
締
結

し
た
日
に
お
け
る
政
府
契
約
の
支
払
遅
延
防
止
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
 

24
年
法
律
第
 2
56
号
。
以
下
「
支
払
遅
延
防
止
法
」
と
い
う
。
）
第
８
条
第

１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定
す
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額

の
遅
延
利
息
の
支
払
い
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

  規
定
整
備
 

(ｲ
)第

33
条
 
受
注
者
は
、
富
山
県
土
木
建
築
工
事
費
の
前
金
払
取
扱
規
則
（
昭

和
40
年
富
山
県
規
則
第
36
号
）
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
第
54
条
第
２
項

の
支
払
限
度
額
に
対
応
す
る
各
会
計
年
度
の
出
来
高
予
定
額
が
10
0万

円
以

上
の
場
合
に
は
、
公
共
工
事
の
前
払
金
保
証
事
業
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
 

27
年
法
律
第
18
4号

）
第
２
条
第
４
項
に
規
定
す
る
保
証
事
業
会
社
（
以
下

「
保
証
事
業
会
社
」
と
い
う
。
）
と
契
約
書
記
載
の
業
務
完
了
の
時
期
（
最

終
の
会
計
年
度
以
外
の
会
計
年
度
に
あ
っ
て
は
、
各
会
計
年
度
末
）
を
保
証

期
限
と
す
る
同
条
第
５
項
に
規
定
す
る
保
証
契
約
（
以
下
「
保
証
契
約
」
と

い
う
。
）
を
締
結
し
、
そ
の
保
証
証
書
を
発
注
者
に
寄
託
し
て
、
第
54
条
第

１
項
の
各
年
度
の
支
払
限
度
額
の
10
分
の
３
以
内
の
前
払
金
の
支
払
を
発

注
者
に
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
前
会
計
年
度
末
に
お
け
る
出

(ｲ
)第

33
条
 
受
注
者
は
、
富
山
県
土
木
建
築
工
事
費
の
前
金
払
取
扱
規
則
（
昭

和
40
年
富
山
県
規
則
第
36
号
）
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
第
54
条
第
２
項

の
支
払
限
度
額
に
対
応
す
る
各
会
計
年
度
の
出
来
高
予
定
額
が
10
0万

円
以

上
の
場
合
に
は
、
公
共
工
事
の
前
払
金
保
証
事
業
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
 

27
年
法
律
第
18
4号

）
第
２
条
第
４
項
に
規
定
す
る
保
証
事
業
会
社
（
以
下

「
保
証
事
業
会
社
」
と
い
う
。
）
と
契
約
書
記
載
の
業
務
完
了
の
時
期
（
最

終
の
会
計
年
度
以
外
の
会
計
年
度
に
あ
っ
て
は
、
各
会
計
年
度
末
）
を
保
証

期
限
と
す
る
同
条
第
５
項
に
規
定
す
る
保
証
契
約
（
以
下
「
保
証
契
約
」
と

い
う
。
）
を
締
結
し
、
そ
の
保
証
証
書
を
発
注
者
に
寄
託
し
て
、
第
54
条
第

１
項
の
各
年
度
の
支
払
限
度
額
の
10
分
の
３
以
内
の
前
払
金
の
支
払
を
発

注
者
に
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
前
会
計
年
度
末
に
お
け
る
出
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来
高
が
前
会
計
年
度
ま
で
の
出
来
高
予
定
額
に
達
し
な
い
と
き
は
、
発
注
者

が
必
要
と
認
め
る
場
合
を
除
き
、
受
注
者
は
、
前
会
計
年
度
末
に
お
け
る
出

来
高
が
前
会
計
年
度
ま
で
の
出
来
高
予
定
額
に
達
す
る
ま
で
当
該
会
計
年

度
の
前
払
金
の
支
払
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 

来
高
が
前
会
計
年
度
ま
で
の
出
来
高
予
定
額
に
達
し
な
い
と
き
は
、
発
注
者

が
必
要
と
認
め
る
場
合
を
除
き
、
受
注
者
は
、
前
会
計
年
度
末
に
お
け
る
出

来
高
が
前
会
計
年
度
ま
で
の
出
来
高
予
定
額
に
達
す
る
ま
で
当
該
会
計
年

度
の
前
払
金
の
支
払
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
 

（
新
設
）
 

２
 
受
注
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
保
証
証
書
の
寄
託
に
代
え
て
、
電
子
情

報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
そ
の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る

方
法
（
以
下
「
電
磁
的
方
法
」
と
い
う
。
）
で
あ
っ
て
、
当
該
保
証
契
約
の

相
手
方
た
る
保
証
事
業
会
社
が
定
め
、
発
注
者
が
認
め
た
措
置
を
講
ず
る
こ

と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
受
注
者
は
、
当
該
保
証
証
書
を
寄
託

し
た
も
の
と
み
な
す
。
 

保
証
証
書
の
寄

託
に
代
え
て
電

磁
的
方
法
に
よ

る
措
置
を
可
能

と
す
る
も
の
 

２
 
発
注
者
は
、
前
 
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、
請
求
を
受

け
た
日
か
ら
14
日
以
内
に
前
払
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

３
 
発
注
者
は
、
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、
請
求
を
受

け
た
日
か
ら
14
日
以
内
に
前
払
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

３
 
受
注
者
は
、
委
託
料
が
著
し
く
増
額
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
増

額
後
の
第
54
条
第
１
項
の
各
年
度
の
支
払
限
度
額
の
10
分
の
３
か
ら
当
該

年
度
に
お
い
て
受
領
済
み
の
前
払
金
額
を
差
し
引
い
た
額
に
相
当
す
る
額

の
範
囲
内
で
前
金
払
の
支
払
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お

い
て
は
、
前
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
 

４
 
受
注
者
は
、
委
託
料
が
著
し
く
増
額
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
増

額
後
の
第
54
条
第
１
項
の
各
年
度
の
支
払
限
度
額
の
10
分
の
３
か
ら
当
該

年
度
に
お
い
て
受
領
済
み
の
前
払
金
額
を
差
し
引
い
た
額
に
相
当
す
る
額

の
範
囲
内
で
前
金
払
の
支
払
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お

い
て
は
、
前
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
 

 

４
 
受
注
者
は
、
委
託
料
が
著
し
く
減
額
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
年
度

に
お
い
て
受
領
済
み
の
前
払
金
額
が
減
額
後
の
第
54
条
第
１
項
に
定
め
る

当
該
年
度
の
支
払
限
度
額
の
10
分
の
５
を
超
え
る
と
き
は
、
委
託
料
が
減
額

さ
れ
た
日
か
ら
30
日
以
内
に
そ
の
超
過
額
を
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

５
 
受
注
者
は
、
委
託
料
が
著
し
く
減
額
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
年
度

に
お
い
て
受
領
済
み
の
前
払
金
額
が
減
額
後
の
第
54
条
第
１
項
に
定
め
る

当
該
年
度
の
支
払
限
度
額
の
10
分
の
５
を
超
え
る
と
き
は
、
委
託
料
が
減
額

さ
れ
た
日
か
ら
30
日
以
内
に
そ
の
超
過
額
を
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

５
 
前
項
の
超
過
額
が
相
当
の
額
に
達
し
、
返
還
す
る
こ
と
が
前
払
金
の
使
用

状
況
か
ら
み
て
著
し
く
不
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
発
注
者
及

び
受
注
者
が
協
議
し
て
返
還
す
べ
き
超
過
額
を
定
め
る
。
た
だ
し
、
委
託
料

が
減
額
さ
れ
た
日
か
ら
14
日
以
内
に
協
議
が
整
わ
な
い
場
合
に
は
、
発
注
者

６
 
前
項
の
超
過
額
が
相
当
の
額
に
達
し
、
返
還
す
る
こ
と
が
前
払
金
の
使
用

状
況
か
ら
み
て
著
し
く
不
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
発
注
者
及

び
受
注
者
が
協
議
し
て
返
還
す
べ
き
超
過
額
を
定
め
る
。
た
だ
し
、
委
託
料

が
減
額
さ
れ
た
日
か
ら
14
日
以
内
に
協
議
が
整
わ
な
い
場
合
に
は
、
発
注
者
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が
定
め
、
受
注
者
に
通
知
す
る
。
 

が
定
め
、
受
注
者
に
通
知
す
る
。
 

６
 
発
注
者
は
、
受
注
者
が
第
４
項
の
期
間
内
に
超
過
額
を
返
還
し
な
か
っ
た

と
き
は
、
そ
の
未
返
還
額
に
つ
き
、
同
項
の
期
間
を
経
過
し
た
日
か
ら
返
還

を
す
る
日
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
、
そ
の
日
数
に
応
じ
、
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
支
払
遅
延
防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財

務
大
臣
が
決
定
す
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
の
遅
延
利
息
の
支
払
を
請

求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

７
 
発
注
者
は
、
受
注
者
が
第
５
項
の
期
間
内
に
超
過
額
を
返
還
し
な
か
っ
た

と
き
は
、
そ
の
未
返
還
額
に
つ
き
、
同
項
の
期
間
を
経
過
し
た
日
か
ら
返
還

を
す
る
日
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
、
そ
の
日
数
に
応
じ
、
こ
の
契
約
を
締
結

し
た
日
に
お
け
る
支
払
遅
延
防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財

務
大
臣
が
決
定
す
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
の
遅
延
利
息
の
支
払
を
請

求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

  規
定
整
備
 

第
34
条
 
受
注
者
は
、
前
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
り
受
領
済
み
の
前
払
金
に
追

加
し
て
さ
ら
に
前
払
金
の
支
払
い
を
請
求
す
る
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
、

保
証
契
約
を
変
更
し
て
変
更
後
の
保
証
証
書
を
発
注
者
に
寄
託
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

 

第
34
条
 
受
注
者
は
、
前
条
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
受
領
済
み
の
前
払
金
に
追

加
し
て
さ
ら
に
前
払
金
の
支
払
い
を
請
求
す
る
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
、

保
証
契
約
を
変
更
し
て
変
更
後
の
保
証
証
書
を
発
注
者
に
寄
託
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
 

 

２
 
略
 

２
 
略
 

 

（
新
設
）
 

３
 
受
注
者
は
、
第
１
項
又
は
第
２
項
の
規
定
に
よ
る
保
証
証
書
の
寄
託
に
代

え
て
、
電
磁
的
方
法
で
あ
っ
て
、
当
該
保
証
契
約
の
相
手
方
た
る
保
証
事
業

会
社
が
定
め
、
発
注
者
が
認
め
た
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場

合
に
お
い
て
、
受
注
者
は
、
当
該
保
証
証
書
を
寄
託
し
た
も
の
と
み
な
す
。
 

 

保
証
証
書
の
寄

託
に
代
え
て
電

磁
的
方
法
に
よ

る
措
置
を
可
能

と
す
る
も
の
 

３
 
受
注
者
は
、
前
払
金
額
の
変
更
を
伴
わ
な
い
履
行
期
間
の
変
更
が
行
わ
れ

た
場
合
に
は
、
発
注
者
に
代
わ
り
そ
の
旨
を
保
証
事
業
会
社
に
直
ち
に
通
知

す
る
も
の
と
す
る
。
 

 

４
 
受
注
者
は
、
前
払
金
額
の
変
更
を
伴
わ
な
い
履
行
期
間
の
変
更
が
行
わ
れ

た
場
合
に
は
、
発
注
者
に
代
わ
り
そ
の
旨
を
保
証
事
業
会
社
に
直
ち
に
通
知

す
る
も
の
と
す
る
。
 

 

 

第
35
条
～
第
41
条
 
略
 

第
35
条
～
第
41
条
 
略
 

 

（
発
注
者
の
催
告
に
よ
ら
な
い
解
除
権
）
 

（
発
注
者
の
催
告
に
よ
ら
な
い
解
除
権
）
 

 

第
42
条
 
発
注
者
は
、
受
注
者
が
こ
の
契
約
に
関
し
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ

第
42
条
 
発
注
者
は
、
受
注
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
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か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
こ
の
契
約
を
解
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

は
、
直
ち
に
こ
の
契
約
を
解
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

(1
)～

(8
) 

略
  

(1
)～

(8
) 

略
 

 

(9
) 

受
注
者
が
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
。
 

(9
) 

受
注
者
が
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
。
 

 

ア
 
役
員
等
（
受
注
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
は
そ
の
者
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
を
、
受
注
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
は
そ

の
役
員
又
は
そ
の
支
店
若
し
く
は
常
時
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務

等
の
契
約
を
締
結
す
る
事
務
所
の
代
表
者
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
 
 
 

 
 
 
暴
力
団
員
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。
 

ア
 
役
員
等
（
受
注
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
は
そ
の
者
そ
の
他
経
営
に

実
質
的
に
関
与
し
て
い
る
者
を
、
受
注
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
は
そ

の
役
員
、
 
そ
の
支
店
又
は
 
 
 
常
時
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務

等
の
契
約
を
締
結
す
る
事
務
所
の
代
表
者
そ
の
他
経
営
に
実
質
的
に

関
与
し
て
い
る
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
、
暴

力
団
又
は
暴
力
団
員
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。
 

暴
力
団
排
除
の

対
象
を
拡
大
す

る
も
の
 

イ
 
暴
力
団
又
は
暴
力
団
員
が
経
営
に
実
質
的
に
関
与
し
て
い
る
と
認

め
ら
れ
る
と
き
。
 

（
削
る
。
）
 

 

ウ
 
役
員
等
 
が
自
己
、
自
社
若
し
く
は
第
三
者
の
不
正
の
利
益
を
図
る

目
的
又
は
第
三
者
に
損
害
を
加
え
る
目
的
を
も
っ
て
、
暴
力
団
又
は
暴

力
団
員
を
利
用
す
る
な
ど
し
た
 
 
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。
 

 

イ
 
役
員
等
が
、
自
己
、
自
社
若
し
く
は
第
三
者
の
不
正
の
利
益
を
図
る

目
的
又
は
第
三
者
に
損
害
を
加
え
る
目
的
を
も
っ
て
、
暴
力
団
又
は
暴

力
団
員
を
利
用
す
る
な
ど
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。
 

 

エ
 
役
員
等
が
、
暴
力
団
又
は
暴
力
団
員
に
対
し
て
資
金
等
を
供
給
し
、

又
は
便
宜
を
供
与
す
る
な
ど
直
接
的
あ
る
い
は
積
極
的
に
暴
力
団
の

維
持
、
運
営
に
協
力
し
、
若
し
く
は
関
与
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
と

き
。
 

 

ウ
 
役
員
等
が
、
暴
力
団
又
は
暴
力
団
員
に
対
し
て
資
金
等
を
供
給
し
、

又
は
便
宜
を
供
与
す
る
な
ど
直
接
的
あ
る
い
は
積
極
的
に
暴
力
団
の

維
持
、
運
営
に
協
力
し
、
若
し
く
は
関
与
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
と

き
。
 

 

（
新
設
）
 

 オ
 
役
員
等
が
 暴

力
団
又
は
暴
力
団
員
と
社
会
的
に
非
難
さ
れ
る
べ
き

関
係
を
有
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。
 

エ
 
役
員
等
が
、
暴
力
団
又
は
暴
力
団
員
で
あ
る
こ
と
を
知
り
な
が
ら
こ

れ
を
不
当
に
利
用
す
る
な
ど
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。
 

オ
 
役
員
等
が
、
暴
力
団
又
は
暴
力
団
員
と
社
会
的
に
非
難
さ
れ
る
べ
き

関
係
を
有
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。
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カ
～
キ
 
略
 

 
 
カ
～
キ
 
略
 

 

ク
 
公
正
取
引
委
員
会
が
、
受
注
者
に
違
反
行
為
が
あ
っ
た
と
し
て
私
的

独
占
の
禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
22
年
法
律

第
54
号
。
以
下
「
独
占
禁
止
法
」
と
い
う
。
）
第
49
条
に
規
定
す
る
排

除
措
置
命
令
を
行
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
排
除
措
置
命
令
が
確
定

し
た
と
き
。
 

（
削
る
。
）
 

 

ケ
 
公
正
取
引
委
員
会
が
、
受
注
者
に
違
反
行
為
が
あ
っ
た
と
し
て
独
占

禁
止
法
第
62
条
第
１
項
に
規
定
す
る
納
付
命
令
を
行
っ
た
場
合
に
お

い
て
、
当
該
納
付
命
令
が
確
定
し
た
と
き
（
確
定
し
た
当
該
納
付
命
令

が
独
占
禁
止
法
第
63
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
取
り
消
さ
れ
た
場
合

を
含
む
。
）
。
 

（
削
る
。
）
 

 

コ
 
受
注
者
（
法
人
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
役
員
又
は
そ
の
使
用
人
）

に
つ
い
て
刑
法
（
明
治
40
年
法
律
第
45
号
）
第
96
条
の
６
又
は
第
19
8

条
に
よ
る
刑
が
確
定
し
た
と
き
。
 

（
削
る
。
）
 

 

（
新
設
）
 

(1
0)
 
受
注
者
が
こ
の
契
約
に
関
し
て
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と

き
。
 

規
定
整
備
 

 
ア
 
公
正
取
引
委
員
会
が
、
受
注
者
に
違
反
行
為
が
あ
っ
た
と
し
て
私
的

独
占
の
禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
22
年
法
律

第
54
号
。
以
下
「
独
占
禁
止
法
」
と
い
う
。
）
第
49
条
に
規
定
す
る
排

除
措
置
命
令
を
行
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
排
除
措
置
命
令
が
確
定

し
た
と
き
。
 

 

 
イ
 
公
正
取
引
委
員
会
が
、
受
注
者
に
違
反
行
為
が
あ
っ
た
と
し
て
独
占

禁
止
法
第
62
条
第
１
項
に
規
定
す
る
納
付
命
令
を
行
っ
た
場
合
に
お

い
て
、
当
該
納
付
命
令
が
確
定
し
た
と
き
（
確
定
し
た
当
該
納
付
命
令

が
独
占
禁
止
法
第
63
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
取
り
消
さ
れ
た
場
合
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を
含
む
。
）
。
 

 
ウ
 
受
注
者
（
法
人
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
役
員
又
は
そ
の
使
用
人
）

に
つ
い
て
刑
法
（
明
治
40
年
法
律
第
45
号
）
第
96
条
の
６
又
は
第
19
8

条
に
よ
る
刑
が
確
定
し
た
と
き
。
 

 

第
43
条
～
第
47
条
 
略
 

第
43
条
～
第
47
条
 
略
 

 

（
解
除
に
伴
う
措
置
）
 

（
解
除
に
伴
う
措
置
）
 

 

第
48
条
 
こ
の
契
約
が
業
務
の
完
了
前
に
解
除
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
第
 

33
条
の
規
定
に
よ
る
前
払
金
が
あ
っ
た
と
き
は
、
受
注
者
は
、
第
41
条
、
第

42
条
又
は
次
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
解
除
に
あ
っ
て
は
当
該
前
払
金
の

額
(第

36
条
の
規
定
に
よ
り
部
分
引
渡
し
を
し
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
部
分

引
渡
し
に
お
い
て
償
却
し
た
前
払
金
の
額
を
控
除
し
た
額
)に

当
該
前
払
金

の
支
払
い
の
日
か
ら
返
還
の
日
ま
で
の
日
数
に
応
じ
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
支
払
遅
延
防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務

大
臣
が
決
定
す
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
の
利
息
を
付
し
た
額
を
、
第
 

40
条
、
第
44
条
又
は
第
45
条
の
規
定
に
よ
る
解
除
に
あ
っ
て
は
当
該
前
払
金

の
額
を
発
注
者
に
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

第
48
条
 
こ
の
契
約
が
業
務
の
完
了
前
に
解
除
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
第
 

33
条
の
規
定
に
よ
る
前
払
金
が
あ
っ
た
と
き
は
、
受
注
者
は
、
第
41
条
、
第

42
条
又
は
次
条
第
３
項
の
規
定
に
よ
る
解
除
に
あ
っ
て
は
当
該
前
払
金
の

額
(第

36
条
の
規
定
に
よ
り
部
分
引
渡
し
を
し
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
部
分

引
渡
し
に
お
い
て
償
却
し
た
前
払
金
の
額
を
控
除
し
た
額
) に

当
該
前
払
金

の
支
払
い
の
日
か
ら
返
還
の
日
ま
で
の
日
数
に
応
じ
こ
の
契
約
を
締
結
し

た
日
に
お
け
る
支
払
遅
延
防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務

大
臣
が
決
定
す
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
の
利
息
を
付
し
た
額
を
、
第
 

40
条
、
第
44
条
又
は
第
45
条
の
規
定
に
よ
る
解
除
に
あ
っ
て
は
当
該
前
払
金

の
額
を
発
注
者
に
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

     規
定
整
備
 

２
 
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
こ
の
契
約
が
業
務
の
完
了
前
に
解
除
さ

れ
、
か
つ
、
前
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
既
履
行
部
分
の
引
渡
し
が
行
わ
れ

る
場
合
に
お
い
て
、
発
注
者
は
、
第
33
条
の
規
定
に
よ
る
前
払
金
が
あ
っ
た

場
合
に
お
い
て
は
当
該
前
払
金
の
額
(第

36
条
の
規
定
に
よ
る
部
分
引
渡
し

が
あ
っ
た
場
合
は
、
そ
の
部
分
引
渡
し
に
お
い
て
償
却
し
た
前
払
金
の
額
を

控
除
し
た
額
)を

、
第
52
条
の
規
定
に
よ
り
受
注
者
が
賠
償
金
を
支
払
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
に
お
い
て
は
当
該
賠
償
金
の
額
を
、
そ
れ
ぞ
れ
前
条

第
３
項
の
規
定
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
既
履
行
部
分
に
相
応
す
る
委
託
料
か

ら
控
除
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
受
領
済
み
の
前
払
金
に

２
 
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
こ
の
契
約
が
業
務
の
完
了
前
に
解
除
さ

れ
、
か
つ
、
前
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
既
履
行
部
分
の
引
渡
し
が
行
わ
れ

る
場
合
に
お
い
て
、
発
注
者
は
、
第
33
条
の
規
定
に
よ
る
前
払
金
が
あ
っ
た

場
合
に
お
い
て
は
当
該
前
払
金
の
額
(第

36
条
の
規
定
に
よ
る
部
分
引
渡
し

が
あ
っ
た
場
合
は
、
そ
の
部
分
引
渡
し
に
お
い
て
償
却
し
た
前
払
金
の
額
を

控
除
し
た
額
)を

、
第
52
条
の
規
定
に
よ
り
受
注
者
が
賠
償
金
を
支
払
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
に
お
い
て
は
当
該
賠
償
金
の
額
を
、
そ
れ
ぞ
れ
前
条

第
３
項
の
規
定
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
既
履
行
部
分
に
相
応
す
る
委
託
料
か

ら
控
除
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
受
領
済
み
の
前
払
金
に
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な
お
余
剰
が
あ
る
と
き
は
、
受
注
者
は
、
第
41
条
、
第
42
条
又
は
次
条
第
３

項
の
規
定
に
よ
る
解
除
に
あ
っ
て
は
当
該
余
剰
額
に
前
払
金
の
支
払
い
の

日
か
ら
返
還
の
日
ま
で
の
日
数
に
応
じ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
支
払
遅
延
防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定

す
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
の
利
息
を
付
し
た
額
を
、
第
40
条
、
第
44

条
又
は
第
45
条
の
規
定
に
よ
る
解
除
に
あ
っ
て
は
当
該
余
剰
額
を
発
注
者

に
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

な
お
余
剰
が
あ
る
と
き
は
、
受
注
者
は
、
第
41
条
、
第
42
条
又
は
次
条
第
３

項
の
規
定
に
よ
る
解
除
に
あ
っ
て
は
当
該
余
剰
額
に
前
払
金
の
支
払
い
の

日
か
ら
返
還
の
日
ま
で
の
日
数
に
応
じ
こ
の
契
約
を
締
結
し
た
日
に
お
け

る
支
払
遅
延
防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定

す
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
の
利
息
を
付
し
た
額
を
、
第
40
条
、
第
44

条
又
は
第
45
条
の
規
定
に
よ
る
解
除
に
あ
っ
て
は
当
該
余
剰
額
を
発
注
者

に
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

  規
定
整
備
 

３
～
８
 
略
 

３
～
８
 
略
 

 

（
発
注
者
の
損
害
賠
償
請
求
等
）
 

（
発
注
者
の
損
害
賠
償
請
求
等
）
 

 

第
49
条
～
４
 
略
 

第
49
条
～
４
 
略
 

 

５
 
第
１
項
第
１
号
に
該
当
し
、
発
注
者
が
損
害
の
賠
償
を
請
求
す
る
場
合
の

請
求
額
は
、
委
託
料
か
ら
既
履
行
部
分
に
相
応
す
る
委
託
料
を
控
除
し
た
額

に
つ
き
、
遅
延
日
数
に
応
じ
、
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支
払

遅
延
防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定
す
る
率

を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
と
す
る
。
 

５
 
第
１
項
第
１
号
に
該
当
し
、
発
注
者
が
損
害
の
賠
償
を
請
求
す
る
場
合
の

請
求
額
は
、
委
託
料
か
ら
既
履
行
部
分
に
相
応
す
る
委
託
料
を
控
除
し
た
額

に
つ
き
、
遅
延
日
数
に
応
じ
、
こ
の
契
約
を
締
結
し
た
日
に
お
け
る
支
払
遅

延
防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定
す
る
率
を

乗
じ
て
計
算
し
た
額
と
す
る
。
 

  規
定
整
備
 

（
受
注
者
の
損
害
賠
償
請
求
等
）
 

（
受
注
者
の
損
害
賠
償
請
求
等
）
 

 

第
50
条
 
略
 

第
50
条
 
略
 

 

２
 
第
31
条
第
２
項
（
第
36
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定

に
よ
る
委
託
料
の
支
払
が
遅
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
受
注
者
は
、
未
受
領

金
額
に
つ
き
、
遅
延
日
数
に
応
じ
、
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支

払
遅
延
防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定
す
る

率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
の
遅
延
利
息
の
支
払
を
発
注
者
に
請
求
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
 

２
 
第
31
条
第
２
項
（
第
36
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定

に
よ
る
委
託
料
の
支
払
が
遅
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
受
注
者
は
、
未
受
領

金
額
に
つ
き
、
遅
延
日
数
に
応
じ
、
こ
の
契
約
を
締
結
し
た
日
に
お
け
る
支

払
遅
延
防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定
す
る

率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
の
遅
延
利
息
の
支
払
を
発
注
者
に
請
求
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
 

  規
定
整
備
 

第
51
条
 
略
 

第
51
条
 
略
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（
賠
償
の
予
約
）
 

（
賠
償
の
予
約
）
 

 

第
52
条
 
受
注
者
は
、
こ
の
契
約
に
関
し
て
、
第
42
条
第
９
号
ク
か
ら
コ
ま
で

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
発
注
者
が
こ
の
契
約
を
解
除
す
る
か
否

か
を
問
わ
ず
、
賠
償
金
と
し
て
、
こ
の
契
約
に
よ
る
委
託
料
の
10
分
の
２
に

相
当
す
る
額
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
場
合

は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

第
52
条
 
受
注
者
は
、
こ
の
契
約
に
関
し
て
、
第
42
条
第
10
号
 
 
 
 
 
 

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
発
注
者
が
こ
の
契
約
を
解
除
す
る
か
否

か
を
問
わ
ず
、
賠
償
金
と
し
て
、
こ
の
契
約
に
よ
る
委
託
料
の
10
分
の
２
に

相
当
す
る
額
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
場
合

は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

規
定
整
備
 

(1
) 

第
42
条
第
９
号
ク
又
は
ケ
 
に
該
当
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
排
除
措

置
命
令
又
は
納
付
命
令
の
対
象
と
な
る
行
為
が
、
独
占
禁
止
法
第
２
条

第
９
項
に
基
づ
く
不
公
正
な
取
引
方
法
（
昭
和
57
年
公
正
取
引
委
員
会

告
示
第
15
号
）
第
６
項
に
規
定
す
る
不
当
廉
売
に
該
当
す
る
と
き
そ
の

他
発
注
者
が
特
に
認
め
る
と
き
。
 

(1
) 

第
42
条
第
10
号
ア
又
は
イ
 
に
該
当
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
排
除
措

置
命
令
又
は
納
付
命
令
の
対
象
と
な
る
行
為
が
、
独
占
禁
止
法
第
２
条

第
９
項
に
基
づ
く
不
公
正
な
取
引
方
法
（
昭
和
57
年
公
正
取
引
委
員
会

告
示
第
15
号
）
第
６
項
に
規
定
す
る
不
当
廉
売
に
該
当
す
る
と
き
そ
の

他
発
注
者
が
特
に
認
め
る
と
き
。
 

規
定
整
備
 

(2
) 

第
42
条
第
９
号
コ
に
該
当
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
刑
法
第
19
8条

の
規

定
に
よ
る
刑
が
確
定
し
た
と
き
。
 

(2
) 

第
42
条
第
10
号
ウ
に
該
当
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
刑
法
第
19
8 条

の
規

定
に
よ
る
刑
が
確
定
し
た
と
き
。
 

規
定
整
備
 

２
～
３
 
略
 

２
～
３
 
略
 

 

第
53
条
～
第
54
条
 
略
 

第
53
条
～
第
54
条
 
略
 

 

（
賠
償
金
等
の
徴
収
）
 

（
賠
償
金
等
の
徴
収
）
 

 

第
55
条
 
受
注
者
が
こ
の
契
約
に
基
づ
く
賠
償
金
、
損
害
金
又
は
違
約
金
を
発

注
者
の
指
定
す
る
期
間
内
に
支
払
わ
な
い
と
き
は
、
発
注
者
は
、
そ
の
支
払

わ
な
い
額
に
発
注
者
の
指
定
す
る
期
間
を
経
過
し
た
日
か
ら
委
託
料
支
払

い
の
日
ま
で
の
日
数
に
応
じ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支
払
遅
延

防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定
す
る
率
を
乗

じ
て
計
算
し
た
利
息
を
付
し
た
額
と
、
発
注
者
の
支
払
う
べ
き
委
託
料
と
を

相
殺
し
、
な
お
不
足
が
あ
る
と
き
は
追
徴
す
る
。
 

第
55
条
受
注
者
が
こ
の
契
約
に
基
づ
く
賠
償
金
、
損
害
金
又
は
違
約
金
を
発
注

者
の
指
定
す
る
期
間
内
に
支
払
わ
な
い
と
き
は
、
発
注
者
は
、
そ
の
支
払
わ

な
い
額
に
発
注
者
の
指
定
す
る
期
間
を
経
過
し
た
日
か
ら
委
託
料
支
払
い

の
日
ま
で
の
日
数
に
応
じ
こ
の
契
約
を
締
結
し
た
日
に
お
け
る
支
払
遅
延

防
止
法
第
８
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定
す
る
率
を
乗

じ
て
計
算
し
た
利
息
を
付
し
た
額
と
、
発
注
者
の
支
払
う
べ
き
委
託
料
と
を

相
殺
し
、
な
お
不
足
が
あ
る
と
き
は
追
徴
す
る
。
 

   規
定
整
備
 

２
 
前
項
の
追
徴
を
す
る
場
合
に
は
、
発
注
者
は
、
受
注
者
か
ら
遅
延
日
数
に

２
 
前
項
の
追
徴
を
す
る
場
合
に
は
、
発
注
者
は
、
受
注
者
か
ら
遅
延
日
数
に
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つ
き
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支
払
遅
延
防
止
法
第
８
条
第
１

項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定
す
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
の

延
滞
金
を
徴
収
す
る
。
 

つ
き
こ
の
契
約
を
締
結
し
た
日
に
お
け
る
支
払
遅
延
防
止
法
第
８
条
第
１

項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
が
決
定
す
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
額
の

延
滞
金
を
徴
収
す
る
。
 

規
定
整
備
 

第
56
条
～
第
57
条
 
略
 

第
56
条
～
第
57
条
 
略
 

 

（
注
）
 
略
 

（
注
）
 
略
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http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/sr/suryo.htm
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　　 別紙　４

公共測量（測量法第５条）に 該当する測量
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農 整 第 6 8 7 号 
建 技 第 4 6 3 号 
検  第  1 4 号 
平成 29 年 3 月 21 日 

関係各課長 
出先機関の長 殿 

農林水産部長 
土 木 部 長 
出 納 局 長 

 

低入札案件における委託業務の実施体制の強化について（通知） 

 

調査基準価格に満たない価格をもって入札をした者と契約を締結する委託業務の実施体制

を以下のとおり強化することとしたので通知します。 

１ 実施体制の強化 

 調査基準価格に満たない価格をもって入札をした者と契約を締結する委託業務については、

特記仕様書又は特別仕様書（以下「特記仕様書等」という。）に定める全ての打合せに照査技

術者が同席の上、別紙１の照査要領等に基づく照査状況の報告を調査職員に行うものとする。 

 

（１） 対象業務 

・設計業務共通仕様書（農林水産部）及び設計業務等共通仕様書（土木部）を適用する業

務を対象とする（ただし、富山県設計業務等成績評定要領に定める単純調査業務（別紙２

参照）及び照査技術者を配置しない業務並びに地質・土質・地すべり調査業務共通仕様書、

測量業務共通仕様書、用地調査業務等共通仕様書（いずれも農林水産部）、測量業務共通

仕様書、地質調査業務共通仕様書、建築設計業務委託共通仕様書（いずれも土木部）を適

用する業務を除く）。 

 

（２） 特記仕様書等における明示 

 照査技術者による照査状況の報告については、特記仕様書等に次のとおり明示する（調査

基準価格を設定する委託業務に限る。）こととする。 

＜例文＞ 
   （低入札となった場合の照査） 

第○条 入札の結果、調査基準価格に満たない価格をもって入札した者が受注者となっ
た場合は、特記仕様書第○条に定める全ての打合せに照査技術者が同席の上、設計業務
等照査要領（富山県土木部）に基づく照査状況の報告を調査職員に行うものとする。 

 

（３） 業務計画書への記載 

 照査技術者による照査状況の報告の時期及び報告項目等について業務計画書に記載する。 

 

（４）履行が不適切な場合の成績評定における減点 

 照査技術者による照査状況の報告が履行されない場合又は照査に不備があった場合は、富

山県設計業務等成績評定要領に定める業務執行上の過失のうち業務実施体制に問題があっ

たものとして取り扱う。 

 

２ 実施時期 

 平成 29年 4月 1日以降に、指名通知を行う案件から適用する。 

 

事務担当： 
 農村整備課技術管理係 
 建設技術企画課技術指導係 
 検査室工事検査班 
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○委託業務種別ごとの照査要領等について 

委託業務種別 照査要領等 

農林水産部 

農林水産部が発注する 

農地に係わる委託業務 
設計業務照査の手引書（案）（農林水産省） 

農林水産部が発注する 

林務に係わる委託業務 
設計業務等照査要領（富山県土木部） 

土 木 部 
土木部が発注する委託業務 

（営繕関係の委託業務は除く） 
設計業務等照査要領（富山県土木部） 

 

 

富山県設計業務等成績評定要領に定める単純調査業務について 

富山県設計業務等成績評定要領（考査基準）より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 紙 １ 

別 紙 ２ 

（中略） 
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建  技   第４３８号 

平成２９年 ３月 １日 

 

 部内各所属長 殿 

 

建設技術企画課長    

 

 

土木設計業務等変更ガイドライン（富山県土木部版）について 

 

 

土木設計業務等の変更契約事務については、これまでも円滑かつ適切に手続きを

実施してきたところですが、このたび国土交通省から手引きとして、「土木設計業

務等変更ガイドライン」が制定されたことから、本県においても土木部版を作成し

ましたので、今後とも円滑かつ適切に変更契約事務手続きを行うための手引きとし

て活用して下さい。 

 なお、この電子データは、富山県土木部建設技術企画課のホームページ及び建設

技術企画課の庁内掲示板よりダウンロードできます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務担当：技術指導係） 
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建  技  第 544 号  

令和６年３月 28 日  

 

部内各所属長 殿 

土 木 部 長 

 

 

業務書類の簡素化試行要領（案）及び設計業務で使用する書類の改定について 

 

 

 このことについて、下記のとおり改定したので通知します。 

 

記 

 

１ 主な改定内容（詳細は別添資料参照） 

   改定箇所 改定内容 

業務書類の簡素化試行要領（案） ・書類の提出手法を「電子メール」から「電子

データ」へ修正（情報共有システムの利用等

による提出も想定） 業務書類の簡素化一覧表（案） 

参考資料 

設計業務等で使用する書類 

・業務着手届の廃止、業務工程表の記載変更 

 

２ 適用年月日 

 令和６年４月１日以降に作成する設計書から適用する。 
 ただし、既発注業務においても受発注者間協議の上、適用可能とする。 

 

 

 

 

（事務担当 建設技術企画課技術指導係） 
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参考資料 

 

 

富山県土木部設計業務等で使用する書類について 

 

Ｒ６改定箇所 

番  号 様式 改定内容 

参考様式第４３号 業務着手届 様式の削除 

－ 前払金請求書 － 

様式第１０１号 業務打合簿 － 

様式第１０２号 業務工程表 業務着手日の記載 

様式第１０３号の１ 再委託申請書 － 

様式第１０４号 現場事故報告書 － 

様式第１０５号の１ 管理技術者等届 － 

様式第１０５号の２ 管理技術者等変更届 － 

様式第１０６号 業務履行報告書 － 

様式第１０７号 履行期間延長申出書 － 

様式第１０８号 業務段階確認申出書 － 

別紙２ 身分証明書交付願 － 

様式委第１１１号 業務完了届 － 

－ 業務成果引渡書 － 

－ 委託料請求書 － 

 

受注者から提出される書類は、すべて押印は不要となっています。 
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